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１． 工   　　業

（1）　地域別事業所数等の推移（従業者４人以上の事業所）

年（和暦） 年（西暦）
事業所数
（東京都）

従業者数（東京
都）（人）

製造品出荷額等
（東京都）（万円）

付加価値額（東
京都）（万円）

事業所数（市部）
従業者数（市部）

（人）

平成29年 2017年 10,789 252,315 778,488,531 330,509,343 2,220 104,325

平成30年 2018年 10,322 251,310 762,831,766 321,445,700 2,177 103,752

令和１年 2019年 9,870 246,895 757,766,947 307,429,056 2,138 103,240

令和２年 2020年 9,887 245,851 716,075,539 281,606,971 2,143 102,634

令和３年 2021年 9,738 238,817 708,047,400 284,029,100 2,000 99,766

年（和暦） 年（西暦）
製造品出荷額等
（市部）（万円）

付加価値額（市
部）（万円）

事業所数
（狛江市）

従業者数（狛江
市）（人）

製造品出荷額等
（狛江市）（万円）

付加価値額（狛
江市）（万円）

平成29年 2017年 430,006,217 174,326,314 23 439 2,212,354 414,602

平成30年 2018年 408,040,739 160,120,014 23 408 1,733,689 757,674

令和１年 2019年 401,362,989 150,679,200 21 401 1,206,604 387,681

令和２年 2020年 366,301,457 123,388,920 24 421 843,800 282,380

令和３年 2021年 340,270,515 125,582,768 21 402 1,505,374 343,935

（資料）令和２年度まで：東京の工業（工業統計調査報告）

　　　　 令和３年度：経済センサス活動調査　製造業（地域別統計表データ）

　　　※ 工業統計調査は令和２年度をもって中止。
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（2）　産業中分類別事業所数・従業者数・製造品出荷額等（従業者４人以上の事業所）

令和３年６月時点

区分 事業所数 従業者数（人） 製造品出荷額等（万円）

製 造 業 計 21 402 1,505,374

食 料 品 製 造 業 2 24 X

繊 維 工 業 1 6 X

家 具 ・ 装 備 品 製 造 業 1 4 X

印 刷 ・ 同 関 連 業 5 166 433,773

化 学 工 業 1 29 X

金 属 製 品 製 造 業 5 46 55,050

生 産 用 機 械 器 具 製 造 業 2 59 X

業 務 用 機 械 器 具 製 造 業 1 38 X

電子部品・デバイス・電子回路製造業 1 11 X

電 気 機 械 器 具 製 造 業 1 15 X

そ の 他 の 製 造 業 1 4 X

（資料）令和３年経済センサス活動調査　製造業（地域別統計表データ）

（注）事業所数が２以下の場合、また事業所数が３以上の場合でも他との関連により秘密保護の必要な場合

　　は、秘匿数値として「X」で表示してある。
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（3）　従業者規模別事業所数・従業者数・製造品出荷額等（従業者４人以上の事業所）

令和２年６月１日現在

事 業 所 数 従 業 者 数 製造品出荷額等

人 万円

24 421 843,800

4 ～ 9 11 55 50,898

10 ～ 19 6 78 110,064

20 ～ 29 3 85 296,969              

30 ～ 49 3 118               x

50 ～ 99 1                  85                x

100 ～ 199 -                  -                  -                       

200 ～ 299 -                  -                  -                       

300 ～ 499 -                  -                  -                       

500 ～ 999 -                  -                  -                       

（資料）東京の工業（工業統計調査報告）

 　　 場合は、秘匿数値として「x」で表示してある。

区     　         　分

総               　　　         数

（注）事業所数が２以下の場合、また事業所数が３以上の場合でも他との関連により秘密保護の必要な


